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1． はじめに 

我が国では，高度経済成長期に大量の社会基盤施設が

整備されてきた．そのため，これらの膨大な社会基盤施

設のストックを適切に維持管理していくことが，社会経

済の持続可能な発展に対して，非常に重要な課題となっ

ている．しかしながら，公共事業関係費は年々削減の一

途をたどっている．また，建設業界では人手不足が深刻

な問題となっている．したがって，これらの膨大な施設

を短期間ですべて補修・更新するのは，財政あるいは人

材の観点から困難になっていくと推測される． 

これらの状況の下，社会基盤施設の性能や機能を所定

の期間維持しながら，できる限り補修・更新に必要な費

用を低減するためには，効率的かつ効果的な長期の維持

管理戦略が必要となる．これに関して，従来の維持管理

においては施設の劣化状況のみで補修優先度を決定する

手法が一般的であった．しかしながら，補修・更新に利

用できる予算が少ない現状では，期待される便益の小さ

い施設に補修・更新するための財源および時間を充当す

ることが適切でない場合があり，補修優先度を従来とは

異なる客観的な指標を用いて適切に決定することが望ま

れる．つまり，施設の利用状況と劣化状況の両方を考慮

した補修優先度決定手法の確立が求められている． 

社会基盤施設の補修優先度決定手法に関する研究はこ

れまでにも数多く行われている．しかしながら，港湾施

設を対象とした補修優先度に関する研究は希少である．

島国である我が国において港湾施設は非常に重要な役割

を果たしている．2013 年のデータによると，我が国の

貿易量に占める海上貿易の割合は金額ベースで 76.7%，

重量ベースでは 99.7%となっている

1)
．さらに港湾施設，

特に係留施設は，ほかの社会基盤施設と比べ極めて過酷

な環境に置かれているため，種々の劣化現象が顕在化し

ている．例えば，桟橋上部工（梁と床板）では，海水中

に含まれる塩化物イオンの浸透および鋼材の腐食に伴う

塩害による劣化が顕著であることからも，適切な補修優

先度の決定プロセスは複雑となることが想定され，補

修・補強優先順位を考慮した維持管理手法の構築は大変

重要になる． 

以上の背景に基づき，本論文では複数の係留施設を対

象とする，効率的な維持管理手法の構築に関する検討を

行った．年間予算，劣化速度を表す遷移率の分布および

補修シナリオ等の様々な設定条件の下，モンテカルロシ

ミュレーションを行い，予定供用期間（50 年）中の全

施設の純現在価値（以下，NPV とする）を算出した．

これより，各諸条件が NPV に与える影響を評価し，

NPV を最大化させる効率的な維持管理手法の構築に関

する検討を行った． 

 

2． 検討方法の概要 

2.1 対象モデル港 

Y 港の 5 つの係留施設（W1～W5）を対象として補修

優先度決定手法に関する検討を行った．表-1 に Y 港の

各係留施設の主要なデータを示す．Y 港の 5 つの施設の

中で最も古い施設は 1976 年に供用開始された W3 であ

り，最も新しい施設は 2005 年に供用開始された W5 で

ある．各施設の劣化進行状況は，目視点検の結果による

と，W1 および W2 では比較的劣化が進行しているのに

対して，供用開始年が最も古い W3 では他の施設と比較

して劣化が進行していない．なお，表中の調査時の経過

年数は，供用開始されてから劣化度調査が行われるまで

の経過年数である． 

2.2 劣化進行予測 

本論文では，マルコフ連鎖モデルを用いて劣化進行予

測を行った．マルコフ連鎖モデルは，「状態」と「推

移」という 2 つの概念を用いて，ある事象が 1 つの「状

態」から，「遷移率 Px」で次の「状態」へと移行する

様子を確率論的に捉える統計手法である．マルコフ連鎖

モデルは式(1)により表現される． 
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ここで，d～a：各劣化度に該当する部材の全部材数に対

する比，Px：遷移率，t：経過年数である． 

また，係留施設の劣化進行の程度を表す代表的指標と

して，式(2)で表されるDP2)
を用いた．DPは，劣化度部

材比に，各劣化度に対する重みを乗じたものを合計して

表-1 Y 港の各係留施設の主なデータ 

W1 W2 W3 W4 W5

竣工年 1988 1981 1976 1994 2005

構造形式 桟橋 桟橋 桟橋 桟橋 桟橋

水深（m） 14 12 12 12 14

延長（m） 280 240 240 300 330

部材数（梁&床版） 966 732 626 1010 －

調査時の経過年数 17 24 28 16 －

劣化度部材比

d 0.64 0.67 0.70 0.88 －

c 0.34 0.28 0.30 0.04 －

b 0.01 0.05 0.00 0.00 －

a 0.00 0.00 0.00 0.08 －  
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算出され，値が大きいほど劣化が進行していることを表

す．本論文では，各劣化度に対する重みについて，aを4

点，bを3点，cを2点，dを1点と仮定した． 

dcbaDP ×+×+×+×= 1234          (2) 

ここで，DP：施設の代表的劣化指標（1．0～4．0）で

ある． 

2.3 劣化進行予測に用いる遷移率分布 

マルコフ連鎖モデルの適用に際しては，既往の研究の

遷移率データ

2)
およびそれを元に新たに作成した遷移率

分布を用いた．これは，Y 港の 5 施設は比較的新しく，

適切な遷移率データが得られなかったためである．既往

の研究で用いている遷移率データ

2)
は，全国の 56 の桟

橋を調査した結果に基づくものであり，その遷移率分布

は対数正規分布に近似できるとされている． 

本論文では，まず 56 の桟橋を経過年数別に分類し，

それぞれの遷移率分布を作成した．これにより，劣化進

行予測を行う際，経過年数ごとに遷移率分布を変えてシ

ミュレーションを行うことが可能となる．例えば，今後

50 年間の劣化進行予測を行う場合，最初の 10 年間（1

～10 年目まで）は 1～10 年経過の遷移率分布を適用し，

次の 10 年間（11～20 年目まで）は 11～20 年経過の遷

移率分布を用いる．経過年数別の遷移率分布，分布の平

均値および分布パラメータ µ と σ を図-1 に示す．分布

の適合検定には 1 標本 K．S．検定を用いた．検定の結

果，いずれの分布も有意水準 20%で対数正規分布に適

合する結果となった．同図より，経過年数が短いほど遷

移率分布の平均値が大きい傾向があることがわかる．こ

れは，経過年数の長い施設は既に供用中止となり調査の

対象とはならないため，遷移率が小さいまま長期間供用

されている施設のデータが多いためと考えられる．また，

遷移率分布の平均値の増減とパラメータ µの増減の傾向

が類似していることがわかる．そこで，パラメータ σは

変化させず，µ のみを変化させて遷移率分布を作成した

（図-2）．なお，パラメータ σ の値は，既往の研究

2)
で

得られた 56 桟橋全体の遷移率分布の値（σ=0．638）で

ある．ここで，遷移率 Px は 0 以上 1 以下の値であるが，

現実的には 0．5 を超えるものは稀である．したがって，

本論文では既往の研究で得られた遷移率分布のパラメー

タ µ=-2．582 から，遷移率分布の平均値が 0．5 を初め

て超える µ=-0．8 までを検討の対象とした．これにより，

適切な遷移率分布を用いることで劣化速度の上昇リスク

を考慮したシミュレーションが可能となる． 

2.4 1 回あたりの補修費用の算出方法と結果 

施設の劣化の進行程度に応じて適用できる補修工法が

異なると考え，補修を行う際の DP に応じて補修工法を

設定した．補修工法は，予防保全型（P）工法，事後保

全型（C1，C2，C3，C4）工法および大規模補修型

（R）工法の 6 種類とした．表-2 に各補修工法の表面積

に対する補修対象面積の比率および補修適用 DP 示す．

各補修工法の適用範囲は既往の研究

3)
を基に設定した． 

予防保全型補修（P）では補修対象面積の 70%に表面

被覆を行うとした．また，予定供用期間中に表面被覆を

初めて行う場合には，その後の劣化速度が低減されるこ

とを考慮し遷移率 Px は補修前の 1/2 の値になるとした． 

事後保全型補修（C1～C4）では，小断面修復，大断

面修復および表面被覆を行うとした． 

大規模補修（R）では，対象施設のコンクリート部材

をすべて撤去し，新設するとした． 

次に，各補修工法の単価を既往の研究

4)
を基に設定し

た．本論文では，補修単価に各施設のコンクリートの表

面積（大規模補修（事後保全型）の場合はコンクリート

の体積）を乗じて 1 回あたりの補修費用として算出した． 

表-3 に Y 港の各施設の 1 回あたりの補修費用の算出

結果を示す．同表より，全施設のなかで W5 の補修費用

が最も大きい結果となった． 

遷移率Px

確
率
密
度

f(
x)

41~50年

31~40年

21~30年

11~20年

1~10年

経過年数 平均値 µ σ

41~50年 0.050 -3.065 0.359 

31~40年 0.082 -2.583 0.392 

21~30年 0.065 -2.783 0.299 

11~20年 0.113 -2.437 0.712 

1~10年 0.212 -1.787 0.684 

 
図-1 経過年数別の遷移率分布 

 

µ =-2.582σ=0.638
µ =-2.4

µ =-2.0

µ =-1.4
µ =-1.2

µ =-0.8

µ =-2.2

µ =-1.8
µ =-1.6

µ =-1.0

遷移率Px

確
率
密
度

f(
x)

µ 平均値

-2.582 0.093 

-2.4 0.111 

-2.2 0.136 

-2.0 0.166 

-1.8 0.203 

-1.6 0.247 

-1.4 0.302 

-1.2 0.369 

-1.0 0.451 

-0.8 0.551 

 
図-2 µのみを変化させて作成した遷移率分布 

 

表-2 補修工法とその補修適用 DP 

補修工法 補修適用DP
P（予防保全型） 表面被覆（70%） 1.7≤DP<2.0

C1（事後保全型）
断面修復（小70%）
+表面被覆（70%）

2.0≤DP<2.3

C2（事後保全型）
断面修復（小45.5%・大24.5%）

+表面被覆（70%）
2.3≤DP<2.6

C3（事後保全型）
断面修復（小10.5%・大59.5%）

+表面被覆（70%）
2.6≤DP<3.0

C4（事後保全型）
断面修復（大70%）
+表面被覆（70%）

3.0≤DP<3.5

R（大規模補修型） 撤去・新設 3.5≤DP≤4.0  
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2.5 便益の算出方法と結果 

港湾投資の評価に関する既定の手順

5)
に従って各施設

の便益を推定した．本論文では施設間で最も差がつくと

予測される輸送費用削減便益のみを検討の対象とした． 

ここで，輸送費用削減便益は，当該施設を利用する場

合の貨物の輸送費用と，代替施設を利用する場合の貨物

の輸送費用の差である．輸送費用は，陸上輸送費用，海

上輸送費用および輸送時間費用の 3 つの和である．陸上

輸送費用は，貨物を国内港湾から背後圏（あるいは，背

後圏から国内港湾）に輸送する際に要する費用である．

また，海上輸送費用は，国内港湾から貿易相手港（ある

いは，貿易相手港から国内港湾）に輸送する際に要する

費用である．輸送時間費用は，陸上輸送，海上輸送およ

び港湾での積卸しにかかる時間の総和に，取扱い貨物の

種類による時間費用原単位を乗じた値である． 

表-4 に Y 港の各施設の 1 年あたりの便益の算出結果

を示す．同表より，全施設のなかで W1 および W5 の便

益が大きいことがわかった． 

2.6 NPV および DPave の算出方法 

(1) 概要 

式(3)に示すように，各年の便益から補修費用を差し

引いたものを予定供用期間（現在から50年間）にわたっ

て足し合わせることによりNPVを算出した． 

( )∑
= +

−
=

50

1 1n
n

nn

r

CB
NPV             (3) 

ここで，NPV：純現在価値，n：経過年数，Bn：n 年時

の便益，Cn：n 年時の補修費用，r：社会的割引率（本

論文では 4%）である． 

また，各施設の 1 年ごとの DP の値を予定供用期間に

わたって足し合わせ，予定供用期間から補修期間を差し

引いた年数で割った値を DPave として式(4)のように算出

した． 

( ) ( )x/nDPDP
x

n
ave −













= ∑

−

=
50

50

1

          (4) 

ここで，DPave：平均 DP，DP(n)：n 年経過時の DP，

x：補修期間である． 

予定供用期間 50 年間の NPV および DPave を計算する

際には，全施設において予防保全型の維持管理（DP=1．

7 で補修）を行うことを前提とした．これは，事後保全

型補修や大規模補修を行う場合，補修費用が大きくなる

ことにより補修の施工期間が長期になることが予測され

ることによる．しかしながら，複数施設の補修時期年が

重なった場合には，優先度の高い施設を補修することと

した上で，DP≧2．0 となる場合に事後保全型補修や大

規模補修を適用した．なお，上記において補修を行うこ

とができずに劣化が進行し，DP≧3．0 となった施設は

供用停止となり，便益が発生しないものと仮定した． 

(2) 諸条件の設定 

検討に際しては，補修に用いることができる年間の予

算に上限値を設定する必要がある．本論文では 0．1 億

円から 8．0 億円まで，0．1 億円刻みで 80 通りの値を

設定した．また，Y 港の補修シナリオに関して，5 つの

施設で考えられる補修順序の組み合わせは 5!（=120）

通りである．このすべての補修シナリオについて NPV

および DPave を計算した．さらに，補修期間中の便益の

損失割合は，補修工法によって異なると仮定した．港湾

管理者等へのヒアリングに基づき，P 工法では 0%，C1

工法では 30%，C2 工法では 50%，C3 工法では 70%，

C4 および R 工法では 100%と設定した． 

(3) モンテカルロシミュレーションによる計算 

上記の設定条件の下，モンテカルロシミュレーション

により各分布から遷移率をリサンプリングして各施設に

与え，現在（2014 年）から 50 年間の全施設の NPV お

よび DPave を計算する作業を 5,000 回繰り返し，その平

均値を各補修シナリオの NPV および DPave として算出

した．また，全シナリオの平均値を平均 NPV および平

均 DP とした． 

 

3. NPV に基づく最適な補修優先度 

パラメータ µ のみを変化させて作成した遷移率分布

10 通り（図-2）を用いたシミュレーションの結果，全

800 通りのシミュレーション（遷移率分布 10 通り×年

間予算 80 通り）のうち，NPV が最大となる補修シナリ

オで最も高い補修優先度にある施設の出現割合は，

W5：79%，W1：20%，W4：1%，W2 および W3：0%

となった．W5 および W1 は全施設のなかで便益が大き

い施設であることから，便益の大きい施設の補修優先度

を高く設定することで全施設の NPV を最大化すること

ができる場合が多いといえる．しかしながら，W5 は

W1 よりも便益が小さいにもかかわらず，出現割合は最

大である．これは，W5 の方が W1 よりも 1 回あたりの

補修費用が大きいためと考えられる．つまり，補修期間

を短縮するために，W5 に対する各補修工法の中で最も

補修費用の小さい P 工法を行う場合において NPV が最

大になる結果となったことがわかる．ここで，W5 にお

いて P 工法を行うためには，W5 の補修優先度を高く設

定する必要がある．したがって，W5 の補修優先度が最

も高いシナリオにおいて NPV が最大になり，W5 の出

現割合が最大になったと推察される． 

 

4. 年間予算の増加に伴う平均 NPV および平均 DP の

変化 

 図-3 に年間予算の増加に伴う平均 NPV および平均

DP の変化を示す．同図より，いずれの遷移率分布にお

いても，年間予算の増加に伴い平均 NPV が増加してい

表-3 各施設の 1 回あたりの補修費用（億円） 

施設 W1 W2 W3 W4 W5

補修

工法

P 1.4 1.5 1.6 1.7 3.5 

C1 6.0 6.4 6.9 7.5 15.2 

C2 6.9 7.3 8.0 8.6 17.5 

C3 8.2 8.7 9.5 10.2 20.7 

C4 8.5 9.1 9.9 10.7 21.7 

R 7.4 8.2 6.4 11.2 38.2  
 

表-4 各施設の 1 年あたりの便益（億円） 

施設 W1 W2 W3 W4 W5

便益 57.4 1.8 7.5 28.2 41.2  

平成26年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第71号



くことがわかる．これは，年間予算が大きいほど施設全

体の補修に要する期間が短くなるため，供用停止に伴う

便益の損失が減少したこと，および多くの施設において

予防保全型の維持管理（DP=1．7 で補修）を行うこと

ができるため，予定供用期間 50 年間での総補修費用の

増加を抑えることができたためと考えられる．また，µ

の値が大きい遷移率分布では，年間予算がある値を超え

ると平均 NPV の増加が頭打ちになるのと同時に補修費

用が一定になることが確認された．これより，µ の値が

大きい遷移率分布では劣化速度が小さい傾向があるため，

ある年間予算以降では補修を行うべき時期に補修を行う

ことができており，年間予算を増やしても補修に使われ

ることはないので，年間予算の増額は必要ないと考えら

れる． 

さらに，いずれの年間予算においても µの値が増加す

るに従って平均 NPV が減少していることがわかる．µ

の値が増加することによって各施設の遷移率が大きくな

る確率が上昇して劣化の速度が大きくなる傾向がある．

このため，施設の補修にかかる費用が増加することおよ

び補修期間中の便益の損失額が大きくなったことで平均

NPV が減少したと考えられる． 

次に，平均 DP の変化に着目すると，年間予算が増加

するに従って平均 DP が減少していくことがわかる．こ

れは，年間予算が増加すると，補修すべき施設（DP≧1．

7 となっている施設）に対して補修を行うことができ，

補修後にその施設の DP が 1．0 になるためである．ま

た，同図より，µ の値が大きい場合には，同じ年間予算

でも平均 DP が大きいことがわかる．これは，µ の値が

大きい場合には劣化の進行が速い場合が多く，DP の増

加も速くなるためである．また，それによって補修が長

期化し，補修優先度の低い施設は補修されずに DP が増

加し続けていくことも一因と考えられる． 

以上より，遷移率分布，つまり施設群の劣化速度およ

び施設群が維持すべき平均 DP を設定し，平均 NPV の

増加が少なくなるときの年間予算を知ることができれば，

各港における最適な年間予算を決定することができる． 

5. 経過年数別の遷移率分布によるシミュレーション 

図-4 に，経過年数別に異なる遷移率分布を用いた場

合のシミュレーション結果を示す．図-3 および図-4 よ

り，図-4 の結果は図-3 の µ=-1．8 の場合のシミュレー

ションとほぼ同じ結果であることがわかる．これより，

遷移率の経過年数を考慮したシミュレーションを行いた

い場合には，µ=-1．8 の遷移率分布を汎用的に用いてシ

ミュレーションを行えばよいことがわかる． 

 

6. まとめ 

本論文で得られた知見は，以下のとおりである． 

1) 便益の大きい施設，もしくは 1 回あたりの補修費

用が大きい施設の補修優先度を高くすることで，

施設群全体の NPV を最大化できる． 

2) 年間予算の増加に伴う平均 NPV および平均 DP の

変化から，各港における最適な年間予算を決定す

ることができる． 

3) 経過年数別に異なる遷移率分布を用いるシミュレ

ーション結果は，µ=-1．8 の遷移率分布を用いたシ

ミュレーション結果とほぼ同じである． 
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図-3 年間予算の増加に伴う平均 NPV および 

平均 DP の変化 
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図-4 経過年数別に異なる遷移率分布を用いた場合 
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